
ROIを最大化する戦略的
システム評価

SAPジャパン株式会社
マネジメントコンサルティング部マネジャー

井上 実



1.ROI最大化に向けた取り組みと現状

2.システムライフサイクルとシステム評価

3.戦略的システム評価方法の構築

4.システム評価方法検討時の留意点



1.ROI最大化に向けた取り組みと現状

2.システムライフサイクルとシステム評価

3.戦略的システム評価方法の構築

4.システム評価方法検討時の留意点



 SAP Japan Co., Ltd. 2004, ROIを最大化する戦略的システム評価/ Minoru Inoue / 4

1-1.日米企業における情報化投資に対する効果発揮に向けた取組

出典：総務省、「情報通信白書平成15年度版」、平成15年7月、pp51
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1-2.日米において「総合的に情報化投資の効果があった」とする企業の割合

出典：総務省、「情報通信白書平成15年度版」、平成15年7月、pp48
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1-3.日米における情報化投資の推移

出典：総務省、「情報通信白書平成15年度版」、平成15年7月、pp46
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2-1.システムライフサイクルにおけるシステム評価の位置付け

企画 導入 運用

事前評価 事後評価

投資効果
予測

効果測定の
しくみ作り

評価

仮説 検証
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2-2.事後評価の重要性

事後評価しなければ

ROIを測定
できない

事前評価の
検証ができな
い

システム
投資に消極的
になる

疲弊したシステム
を使い続ける

改善策が
検討でき
ない

環境の変化
に対応できない
システム

システムの
陳腐化が早
まる
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2-3.事後評価の抱える課題

・事前評価が不十分（企画フェーズ）

⇒評価項目が適切に設定されていない

・評価のしくみ作りが不十分（導入フェーズ）

⇒評価に必要なデータ収集ができない

・経営環境/経営戦略が変化することにより、評価項目も再設定しなければ
ならない

・評価項目は客観的かつ定量的に測定可能であることが望ましい
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3-1.目的と位置付け

＜目的＞・経営戦略の変化を考慮した事後評価方法の見直しを図り、
効果を明確化したシステム評価方法を構築する。
・継続的に測定可能なシステム評価方法を構築する。
・システム評価体制を構築する。

＜位置付け＞

企画 導入

運用

経営戦略 新たな経営戦略経営環境の変化

戦略的
システム
評価
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3-2.システム評価方法構築作業の概要

100 200
現行システム評価方法の評価 新システム評価方法の構築

経営戦略
の理解

110

現行シス
テム評価
方法の把握

120

問題点の
明確化と
原因の追求

130

システム
評価方法の
概要設計

210

評価項目
の再設定

220

投資（経費）
データ収集
方法の検討

230

評価データ
収集方法
の検討

240

評価体制
の構築

250



 SAP Japan Co., Ltd. 2004, ROIを最大化する戦略的システム評価/ Minoru Inoue / 14

3-3.スケジュール例

作業項目 第１月 第２月 第３月
100 現行システム
評価方法の評価 110 経営戦略の理解

120 現行システム評価方法の把握
130 問題点の明確化と原因の追求

200　新システム
評価方法の構築 210 システム評価方法の概要設計

220 評価項目の再設定
230 投資（経費）データ収集方法の検討
240 評価データ収集方法の検討
250 評価体制の構築
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4-1.IT投資評価フレームワークの必要性

評価者

評価対象 評価目的

最適な
評価方法

出典：井上 実著、「IT投資評価のフレームワーク」、経営情報学会2004年春季全国発表大会、2004年6月13日
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4-2.IT投資評価のフレームワークの構成要素

評価対象 投資対象

評価者

評価目的

利害関係者

効果

出典：井上 実著、「IT投資評価のフレームワーク」、経営情報学会2004年春季全国発表大会、2004年6月13日
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4-2-1.投資対象

インフラ投資とアプリ投資の関係概念図

出典：木暮 仁著、「情報化投資の費用対効果に関する考察」、東京経営短期大学紀要第8巻(2000.3) P137-149

インフラ投資
はアプリ投資
の先行投資

インフラ：
基盤になるHW,SW,NW
IT戦略、EA

アプリ投資とインフラ投資



 SAP Japan Co., Ltd. 2004, ROIを最大化する戦略的システム評価/ Minoru Inoue / 19

4-2-2.利害関係者

経営者

利用部門 情報システム
部門

効果 投資

サービス提供

利害関係者の枠組み

出典：松島桂樹著、「戦略的IT投資マネジメント」、白桃書房、1999年10月26日、pp161

意思決定者

提案者
投資実行者

効果の実践
者、創出者
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4-2-2.利害関係者

役割の変化

例えば

ERPビッグバン導入
経営者：投資意思決定者かつ効果の実践者・創出者

利用者主体のシステム導入
利用者：提案者、投資実行者、効果の実践者・創出者

情報システム部門の役割の変化
提案者・投資実行者からITサービス提供者へ

出典：井上 実著、「IT投資評価のフレームワーク」、経営情報学会2004年春季全国発表大会、2004年6月13日
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4-2-3.効果

情報シス
テム投資

効果

費用

基盤整備効果

戦略的効果

経済的効果

初期投資コスト

運用・保守投資コスト

間接的効果
直接的効果

情報システム投資の採算計算のフレームワーク

出典：櫻井通晴著、「ソフトウェア管理会計」、白桃書房、2001年5月31日、pp115

最終的には経済
的効果に至る

経済的効果に直
接的な因果関係
をつけられない
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4-3.BPR時代に求められるIT投資評価のフレームワーク
4-3-1.省力化からBPRへ

年代 1950～60 1960～70 1970～80 1980～1990 1990～現在 今後
代表的な EDPS MIS,DSS OA,FA SIS CSS,EUC Web,モバイル
情報シス ASP
テム形態

主要な 個別業務 オンライン 業務改善 戦略策定 業務改革 Eビジネス
アプリケ ・給与計算 処理 POS 意思決定 ERP、SCM CRM
ーション ・販売管理等 FA CIM

情報化
投資
目的
と
評価
指標

●生産性向上型
目的：業務（データ処理）の機械化・省力化・自動化
指標：業務処理の短縮、要員の削減、データ精度の向上

●業務改善型
目的：基幹業務の効率化・合理化、経営管理への情報提供、情報統合、組
織連携
指標：業務処理の効率化・合理化・迅速化、業務処理量の拡大

●競争優位確立型
目的：顧客の囲い込み、システムの戦略的活用、
個人の生産性向上、統合情報システムの確立等
指標：マーケットの拡大、顧客満足度向上等

●戦略型/経営革新型
目的：競争力の強化、情報共有、企
業価値の向上等
指標：キャッシュフロー、ワントゥワン
マーケティング効果、国際性等

出典：小野修一著、「情報化投資効果を生み出す80のポイント」、工業調査会、2003年6月1日、pp41
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4-3-2.アプリ投資評価のフレームワーク

経営者

利用部門 情報システム
部門

投資
BPR効果（戦略的効果、経済的効果）

サービス提供

サービス料金

経営者自身が利
用者（効果の実
践者・創出者）
のケースも

CIOをどこに
位置付けるのか

出典：井上 実著、「IT投資評価のフレームワーク」、経営情報学会2004年春季全国発表大会、2004年6月13日
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4-3-2.アプリ投資評価のフレームワーク

経営者

利用部門 情報システム
部門

①業務量の増加対応策を
ITと増員のトレードオフ
で検討
⑥アプリの活用

②アプリ投資
提案

③アプリ投資

⑤アプリケーション
システムの構築・提供

⑦アプリ投資
効果

④アプリケーション
システムの構築費用

シスコシステムズのClient-Funded Project Model

出典：本多慶行著、『MBA管理会計』、日経BP社、2003年、pp62-63より作成
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4-3-2.アプリ投資評価のフレームワーク

東京海上保険のアプリケーションオーナーとサプライヤー

開 発 利用促進 効果検証

アプリオーナー

サプライヤー

システムの作成 テスト

オーナー
テスト

利用促進
マニュアル
教育

システムの稼動
・供給

効果測定
と
効果検証

コストの
測定

こういうものを
作って欲しい

ほしかったもの
なっているか

こういうふう
に作ろう

要求通りにで
きているか

役割の
大きさ

出典：岩田雅之氏講演、『東京海上におけるIT戦略』、JUAS FORUM ITガナバンス2003、2003年より作成
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4-3.インフラ投資評価のフレームワーク

経営者

利用部門 情報システム
部門

投資

BPR効果の一部分
（基盤整備効果）

アプリサービス
の一部として提供

投資実行者と
効果創出者が
異なる

直接効果が
測定できな
い

直接サービ
ス料を請求
しにくい

出典：井上 実著、「IT投資評価のフレームワーク」、経営情報学会2004年春季全国発表大会、2004年6月13日
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4-3-1.インフラ投資の位置付け

経営改革

業務改革

アプリ投資

インフラ
投資

IT

IT投資評価の困難
さはインフラ投資
評価にあるインフラ投資と分離

できればアプリ投資
評価の精度は向上で
きる

出典：井上 実著、「IT投資評価のフレームワーク」、経営情報学会2004年春季全国発表大会、2004年6月13日
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まとめ

・ROIを最大化するためには事後評価が重要。

・事後評価は経営の視点から戦略的に評価する必要がある。

・事後評価は継続的に測定可能なものでなければならない。

・評価方法の構築だけではなく評価体制の構築も行う必要がある。

・システム評価方法を検討するときには、方法論や手法に走らずに、
システム評価のフレームワークを事前に検討する必要がある。
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